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議案の中からピックアップ

　今期定例会では、条例や補正予算など 27 件の議案を審議しました。そ
の中から「議案第 85 号平成 22 年度笠間市一般会計補正予算（第 4 号）
について審査の経過と結果を紹介します。

議案第 85 号　平成 22 年度笠間市一般会計補正予算（第 4 号）

常任委員会での審査

款 補正額
総 務 費 4,555
消 防 費 2,080
公 債 費 ▲ 98,000
諸 支 出 金 11,080
民 生 費 99,572
衛 生 費 9,255
教 育 費 2,585
農林水産業費 3,869
商 工 費 641
土 木 費 ▲ 97,337
合 計 ▲ 61,700

（単位：千円）

■日　　時    
平成 22 年 11 月 8 日（月）午前 10 時から 
■審査対象    
　秘書課、企画政策課、総務課、笠間支所
地域総務課、財政課、管財課、税務課、納
税課所管の一般会計補正予算について審査
を行いました。
■主な質疑    
　審査の過程では、北山公園入り口付近の
市有地の植栽の伐採について、伐採した枝
等の処分方法や予算の積算方法などについ
て議論が交わされました。  
■採　　決
　全員賛成により可決しました。

総 務 委 員 会

■日　　時    
平成 22 年 11 月 9 日（火）午前 10 時から 
■審査対象    
　学務課、給食センター、生涯学習課、公
民館、図書館、スポーツ振興課、環境保全
課、社会福祉課、子ども福祉課、保険年金課、
健康増進課所管の一般会計補正予算につい
て審査を行いました。
■主な質疑    
　審査の過程では、小中学校通学区審議会
の内容、指定文化財管理費補助金減額の経
緯、生活保費の増加に対する市としての対
応、児童クラブの民間委託の問題点などに
ついて議論が交わされました。
■採　　決
　賛成多数により可決しました。

文教厚生委員会

総務委員会

文 教 厚 生
委 員 会

産 業 経 済
委 員 会

土 木 建 設
委 員 会

■補正予算の主な内容と付託委員会

緊急雇用対策関連経費費、選挙経費、消防施
設修繕費、起債の元利償還金など

総 務 費・ 消 防 費
公債費・諸支出金

幹線道路整備費、岩間駅周辺整備事業費、市
営住宅の修繕料など

生活保護給付費、児童館設計費、医薬材料費、予
防接種費、学校施設整備費、学校備品購入費など

農業集落排水事業特別会計繰出金、公園の維
持管理経費など

民 生 費・ 衛 生 費
教 育 費

農 林 水 産 業 費
商 工 費

土 木 費

補正予算の概要

補正前の額
27,974,935千円

補正額
▲61,700千円

補正後の額
27,913,235千円
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　11月 15日の本会議で、各常任委員会から審査結果の報告を受け、議案第 85号平成 22年度笠間市一般会
計補正予算（第 4号）は、賛成多数により可決されました。	 	 	 	 	 	 	

議案の中からピックアップ

■日　　時	 	 	 	
平成 22年 11月 9日（火）午前 10時から	
■審査対象	 	 	 	
　商工観光課、農政課、農村整備課所管の
一般会計補正予算について審査を行いまし
た。
■主な質疑	 	 	 	
　審査の過程では、岩間の夏祭り補助金の
来年度の見通し、北山公園の植栽管理、愛
宕山の植栽管理、農業集落排水事業特別会
計繰出金の使途などについて議論が交わさ
れました。
■採　　決
　全員賛成により可決しました。

産業経済委員会

■日　　時	 	 	 	
平成 22年 11月 8日（月）午前 10時から	
■審査対象	 	 	 	
　都市建設課、道路整備課、笠間支所道路
整備課、岩間支所道路整備課、都市計画課
所管の一般会計補正予算について審査を行
いました。
■主な質疑	 	 	 	
　審査の過程では、国道や高速道路整備の
期成同盟会等への負担金が減額になる理由、
笠間稲荷門前通り整備計画策定委託料の内
容などについて議論が交わされました。
■採　　決
　全員賛成により可決しました。

土木建設委員会

■採決

意 見 書 を 提 出
	 	11 月 15	日、陳情第 22	ー 2号「自主共済制度の保険業法適用除外」実現を求める陳情を採択し、下記の
意見書を関係機関に送付しました。

　　　　保険業法の制度と運用を見直し，自主共済制度の保険業法適用除外を求める意見書

　第162 通常国会で成立し，平成18 年 4月に施行された「保険業法の一部を改正する法律」（以後，保険業法）によって，
知的障がい者，商工自営業者，医師・歯科医師などの団体が，その目的の一つとして構成員のため自主的にかつ健全
に運営してきた共済制度（以後，自主共済制度）が存続の危機に追い込まれている。
　保険業法改正の趣旨は，「共済」の名を利用して，不特定多数の消費者に保険商品を販売し，消費者被害をもたらし
た実態が不明確な共済，いわゆる「ニセ共済」を規制することが目的であったが，現実には健全な自主共済まで同列
にみなして一律に規制する形となり，結果，制度の廃止や大幅な制度変更を迫られている。
　共済は団体の目的と構成員の相互扶助を図るためにつくられてきており，団体がその構成員の「助け合い」を目的に，
自主的に，そして健全に運営されてきた自主共済は「利益」を上げる保険業とは異なる。自主共済を強制的に相互会
社や株式会社にしなければ運営できないようにするなど，「儲け」を追及する保険会社と同列に，一律に様々な規制と
負担を押し付けるようなことになれば，多数の自主共済が存続不可能となり，「契約者保護」「消費者保護」を目的とし
た改正保険業法の趣旨にも反することになる。
　そもそも自主共済への規制を議論した金融審議会でも「構成員が真に限定されているものについては，特定の者を
相手方とする共済として，従来どおり，その運営を構成員の自治に委ねることで足り，規制の対象外とするべきである」（平
成 16 年 12 月 14 日・金融分科会第二部会）としていた。また，166 通常国会でも，与野党国会議員から自主共済の
継続を保証する必要が主張され，当時の山本金融大臣も「客観的基準についての具体案が示されれば大臣自ら研究する」
旨の答弁がなされている。
　日本社会に深く根付いた「仲間同士が助け合う」という活動を奨励することがあっても，法律で規制したり，「儲け」
を追及する「会社」にしなければ「仲間同士の助け合い」が出来ないようにすることなどあってはならないことである。
　以上の点から本議会は政府に対し，団体が目的の一つとして構成員のために自主的かつ健全に運営されている共済
制度を，保険業法の適用から除外することを求める。
　以上，地方自治法第 99 条の規定により，意見書を提出する。

　　　平成２２年１１月１５日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　笠間市議会議長　市村　博之
（意見書提出先）
衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、内閣府特命担当大臣（金融担当）


